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  １．決定概要 
 

 令和７年度道路関係予算においては、防災・減災、国土強靱化、予防保全

による老朽化対策、人流・物流を支えるネットワーク・拠点の整備、道路空

間の安全・安心や賑わいの創出、道路システムのＤＸ、ＧＸの推進による脱

炭素社会の実現に重点的に取り組む。 

また、「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」に基づき、

防災・減災、国土強靱化の取組の加速化・深化を図るため、令和６年度補正

予算と合わせて、重点的かつ集中的に対策を講じる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

注１．道路関係予算合計には、社会資本整備総合交付金からの移行分が含まれており、社会資本整備総合交付金からの移行分 

を含まない場合は国費 21,185 億円[対前年度比 1.00]である。 

注２．直轄事業の国費には、地方公共団体の直轄事業負担金（2,893 億円）を含む。 

注３．四捨五入の関係で、各計数の和が一致しない場合がある。 

 
※上記の他に、防災・安全交付金（国費 8,470 億円[対前年度比 0.97]）、社会資本整備総合交付金（国費 

4,874 億円[対前年度比 0.96]）があり、地方の要望に応じて道路整備に充てることができる。 
※上記の他に、東日本大震災からの復旧・復興対策事業として、令和７年度予算において社会資本整備総合交付 
金（国費260 億円［対前年度比1.61］）があり、地方の要望に応じて道路整備に充てることができる。 

  ※上記の他に、直轄道路（権限代行区間を含む）に係る災害復旧事業費（国費 85 億円）等がある。 
※上記の他に、行政部費（国費 7 億円）およびデジタル庁一括計上分（国費 10 億円）がある。 

 
 
 

＜参考＞防災・減災及び国土強靱化の推進 

道路関係予算は、令和６年度補正予算において国費 3,462 億円が措置されている。 

※上記計数には、防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策分、国土強靱化緊急対応分 

及び緊急防災分を含む。 

※この他に防災・安全交付金および社会資本整備総合交付金があり、地方の要望に応じて道路整 

備に充てることができる。 

＜令和７年度道路関係予算総括表＞ 
（国費：億円）

R7決定額
（Ａ）

前年度
（Ｂ）

倍率
（Ａ／Ｂ）

15,959      15,958      1.00

改築その他 10,217      10,357      0.99

維持修繕 4,634        4,504        1.03

諸費等 1,108        1,096        1.01

5,110        5,106        1.00

高規格道路、IC等アクセス道路その他 2,555        2,589        0.99

道路メンテナンス事業 2,282        2,260        1.01

道路盛土のり面防災対策事業 4              -              皆増

除雪 133          131          1.02

補助率差額 136          126          1.08

120          120          1.00

21,189      21,183      1.00合計　　　　　　　 　　

直轄事業

補助事業

有料道路事業等
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２．主な制度拡充等  

○道路盛土のり面防災対策補助制度の創設（別紙１） 

令和６年能登半島地震において、緊急輸送道路である能越自動車道の盛土区間に

おいて大規模崩壊が多数発生し、人員・物資輸送に影響が生じたことを踏まえ、盛

土の大規模崩壊に伴う道路機能の著しい喪失を防ぐため、緊急輸送道路における盛

土のり面の点検結果に基づき行われる防災対策事業に対し、計画的かつ集中的に支

援する個別補助制度を創設。 

 

 

 ○災害応急対策移動施設導入に係る無利子貸付制度の創設（別紙２） 

令和６年能登半島地震において、各地から被災地へ派遣され被災者支援に有効活

用された、防災用コンテナ型トイレ等の災害応急対策移動施設について、その設置

を促進するため、民間事業者等が自動車駐車場に道路占用許可を受けて設置する場

合に係る費用の一部について、地方公共団体を通じて国が無利子貸付を行う制度を

創設。 

 

 

○地域活性化インターチェンジ制度の対象路線の拡充 

現行の地域活性化インターチェンジ制度は、対象路線を高速自動車国道のみとし

ているが、更なる地域の活性化を図るため、一般国道の自動車専用道路等へのイン

ターチェンジ設置が可能となるよう対象路線を拡充。 
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景
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○
令
和
６
年
能
登
半
島
地
震
に
お
い
て
、
緊
急
輸
送
道
路
で
あ
る
能
越
自
動
車
道

の
盛
土
区
間
に
お
い
て
大
規
模
崩
壊
が
多
数
発
生
し
、
人
員
・物
資
輸
送
に
影
響

が
生
じ
た
。

○
こ
の
た
め
全
国
の
緊
急
輸
送
道
路
を
対
象
に
点
検
を
実
施
し
、
適
切
な
対
策
を

講
じ
て
、
盛
土
の
大
規
模
崩
壊
に
伴
う
道
路
機
能
の
著
し
い
喪
失
を
防
ぐ
必
要
が

あ
る
。
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ー
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○
能
登
半
島
地
震
で
は
、
容
易
に
移
動
で
き
、
か
つ
機
動
的
に
ス
ペ
ー
ス
を
確
保
で
き
る
コ
ン
テ
ナ
等
の
災
害
応

急
対
策
移
動
施
設
が
多
く
活
用
さ
れ
た
こ
と
を
踏
ま
え
、
そ
の
設
置
ニ
ー
ズ
が
高
ま
っ
て
い
る
。

○
導
入
に
あ
た
っ
て
は
、
そ
の
設
置
工
事
の
費
用
が
課
題
と
な
っ
て
お
り
、
災
害
応
急
対
策
移
動
施
設
の
設
置
促

進
の
た
め
、
そ
の
導
入
等
に
係
る
費
用
に
つ
い
て
、
無
利
子
貸
付
制
度
を
創
設
。

【
制
度
の
概
要
】

【
事
業
ス
キ
ー
ム
（
イ
メ
ー
ジ
）
】

【
事
業
費
イ
メ
ー
ジ
】

災
害
応
急
対
策
移
動
施
設
の
導
入
費
用

（
民
間
整
備
）

（
地
公
体
整
備
）

国
の
貸
付

国
の
貸
付

地
公
体
の
貸
付

地
公
体
の
貸
付

国

地
方
公
共
団
体

施
設
の
導
入
者④ 貸 付

② 申 請 ① 申 請

③ 貸 付

⑥ 償 還 ⑤ 償 還

占
用
許
可
を
受
け
て
災
害
応
急
対
策
移
動
施
設
を
自
動
車
駐
車
場
内

に
設
置
し
よ
う
と
す
る
者
に
お
い
て
必
要
と
な
る
当
該
施
設
の
設
置
に
係
る

費
用
の
一
部
に
つ
い
て
、
地
方
公
共
団
体
を
通
じ
て
国
が
無
利
子
貸
付

○
貸
付
対
象
者
：
占
用
許
可
を
受
け
て
当
該
施
設
を
設
置
す
る
者

（
民
間
事
業
者
、
地
方
公
共
団
体
）

○
貸
付
対
象
：
災
害
応
急
対
策
移
動
施
設
の
導
入
費
用

（
施
設
購
入
費
・
設
置
工
事
費
）

○
償
還
期
間
等
：
２
０
年
以
内
（う
ち
５
年
以
内
据
置
）

均
等
半
年
賦
償
還

民
間
事
業
者
負
担

1/
2以
内

1/
4以
内

1/
2以
内

（
道
路
管
理
者
） （
道
路
管
理
者
）

（
道
路
管
理
者
）

地
公
体
（
占
用
者
）

の
負
担
は
無
し

ト
イ
レ
コ
ン
テ
ナ

ラ
ン
ド
リ
ー
コ
ン
テ
ナ

【
施
設
例
】
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